
説解

米
の
富
裕
税
需
を
考
え
る

日
本
へ
の
波
及
可
能
性
は
?

米
国
大
統
領
選
の
民
主
党
候
補
者
指
名
争
い
で
、
エ
リ
ザ
ベ
ス
・
ウ
ォ
ー
レ
ン
上
院
議
員
が
富
裕
税
の
導
入
を
主
張
し

て
い
る
。
今
後
W
年
間
で
約
3
兆
ド
ル
(
約
3
1
0
兆
円
)
の
税
収
が
見
込
め
、
医
療
や
教
育
に
補
助
金
を
出
し
た
り
学
生

ロ
ー
ン
の
支
払
い
を
免
除
し
た
り
す
る
た
め
の
財
源
に
す
る
と
い
う
。

富
裕
税
を
め
ぐ
っ
て
は
、
メ
リ
ッ
ト
、
デ
メ
リ
ッ
ト
が
指
摘
さ
れ
る
が
、
欧
州
諸
国
で
は
資
金
逃
避
の
恐
れ
か
ら
縮
小

さ
れ
て
き
た
歴
史
が
あ
る
。
こ
の
議
論
、
わ
が
国
へ
の
示
唆
と
し
て
は
、
富
裕
税
そ
の
も
の
よ
り
、
金
融
所
得
課
税
強
化

の
議
論
に
波
及
す
る
か
も
し
れ
な
い
。

ウ
ォ
ー
レ
ン
議
員
の
提
案

米
国
大
統
領
選
の
民
主
党
候
補
者
指
名

争
い
で
、
ウ
ォ
ー
レ
ン
上
院
議
員
は
、
学

生
口
ー
ン
の
支
払
い
免
除
な
ど
の
財
源
と

し
て
、
富
裕
税
の
導
入
を
主
張
し
て
い
る
。

上
位
7
万
5
0
0
0
世
帯
に
対
し
、
純
資

産
が
5
0
0
0
万
ド
ル
を
超
え
る
部
分
に
年

間
2
%
の
税
金
 
W
億
ド
ル
を
超
え
る
部
分

に
つ
い
て
は
年
問
3
%
の
税
金
を
支
払
う

よ
う
求
め
る
。
富
裕
税
を
課
す
こ
と
で
、

今
後
川
年
間
で
約
3
兆
ド
ル
(
3
1
0
兆
円
)

の
税
収
が
見
込
め
、
そ
の
財
源
で
医
療
や

教
育
に
補
助
金
を
出
し
た
り
、
学
生
口
ー

ン
の
支
払
い
を
免
除
し
た
り
す
る
こ
と
な

ど
を
提
案
し
て
い
る
。

驚
き
は
、
こ
の
ウ
ォ
ー
レ
ン
議
員
案
に

対
し
て
、
ジ
ョ
ー
ジ
・
ソ
ロ
ス
、
ア
ビ
ゲ

イ
ル
・
デ
ィ
ズ
ニ
ー
ら
ス
ー
パ
ー
リ
ッ
チ

玲
人
が
「
米
国
の
0
・
ー
%
の
富
裕
層
に

課
税
」
す
る
こ
と
を
支
持
す
る
、
と
賛
意

を
表
し
た
こ
と
で
あ
る
(
ニ
ユ
ー
ヨ
ー

東
京
財
団
政
策
研
究
所
研
究
主
幹

森
信
茂
樹

も
り
の
ぶ
・
し
げ
き
京
大
法
卒
。
乃

年
大
蔵
省
(
現
財
務
省
)
入
省
、
主
税

局
総
務
課
長
、
財
務
省
財
務
総
合
政

策
研
究
所
長
な
ど
を
経
て
W
年
か
ら

現
職
。
著
作
に
「
税
で
日
本
は
よ
み
が

え
る
」
(
日
本
経
済
新
聞
出
版
社
)
、

「
デ
ジ
タ
ル
経
済
と
税
」
(
日
本
経
済

新
聞
出
版
社
)
、
「
日
本
の
税
制
何

が
問
題
か
」
(
岩
波
書
店
)
な
ど
。

ク
・
タ
イ
ム
ズ
紙
の
報
道
)
。
ウ
ォ
ー
レ

ン
議
員
の
W
年
間
で
3
兆
ド
ル
弱
の
増
税
案

と
い
う
ス
ケ
ー
ル
の
大
き
さ
は
、
大
き
な

政
府
・
格
差
是
正
を
掲
げ
る
民
主
党
の
面

目
躍
如
と
い
う
と
こ
ろ
で
あ
る
。

以
下
、
富
裕
税
の
提
案
が
出
て
く
る
背

景
意
義
税
制
と
し
て
の
メ
リ
ッ
ト
、

デ
メ
リ
ッ
ト
な
ど
を
考
え
て
い
き
た
い
。

な
お
本
稿
で
峡
富
裕
税
と
資
産
税
を
特

に
区
別
す
る
こ
と
な
く
使
う
こ
と
と
す
る
。

4

資
産
格
差
が
拡
大

提
案
の
背
景
に
は
、
米
国
の
巨
大
な
所

得
・
資
産
格
差
が
あ
る
。
リ
ー
マ
ン
・
シ

ヨ
ッ
ク
か
ら
W
年
ち
ょ
つ
と
経
^
し
て
二

ユ
ー
ヨ
ー
ク
ダ
ウ
は
2
倍
を
超
え
る
上
昇

を
見
せ
た
が
、
そ
の
恩
恵
は
一
部
の
富
裕

層
に
偏
っ
て
い
る
。

株
式
の
個
人
保
有
比
率
が
高
い
米
国
で

は
、
中
流
階
級
の
富
も
株
式
市
場
と
密
接

に
連
動
し
て
い
る
。
背
景
に
は
、
確
定
拠

出
年
金
倉
含
5
 
な
ど
に
ょ
る
株
式
投

資
信
託
の
普
及
、
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン

(
自
社
株
購
入
権
)
制
度
の
広
が
り
な
ど

が
あ
る
。
し
か
し
、
資
産
保
有
額
上
位
0
・

ー
%
の
世
帯
が
、
全
世
帯
の
保
有
株
式
の

Π
%
を
持
っ
て
お
り
、
株
高
の
恩
恵
を
最

も
受
け
る
の
は
超
富
裕
層
で
あ
る
。
上
位
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ー
%
の
富
裕
層
が
全
米
総
資
産
の
4
割
弱

を
保
有
す
る
と
い
う
状
況
は
、
 
2
0
1
ー

年
秋
に
ウ
ォ
ー
ル
街
で
発
生
し
た
「
1
%

的
%
デ
モ
」
(
ウ
ォ
ー
ル
街
を
占
拠
せ
よ
)

で
広
く
知
ら
れ
る
と
こ
ろ
と
な
っ
た
。

超
富
裕
層
の
政
治
的
影
響
力

米
国
に
は
、
わ
が
国
と
異
な
り
、
権
力

や
社
会
思
想
に
大
き
な
影
響
力
を
及
ぽ
す

巨
額
の
富
(
資
産
)
を
持
つ
超
富
裕
層
が

存
在
す
る
。
今
日
の
米
国
を
見
る
と
、
こ

の
状
況
は
相
当
程
度
当
て
は
ま
っ
て
い
る
。

石
油
業
で
財
を
成
し
た
コ
ー
ク
兄
弟
が
、

政
治
家
だ
け
で
な
く
、
シ
ン
ク
タ
ン
ク
、

大
学
、
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
な
ど
に
幅
広
く
資

金
を
供
与
し
、
外
部
か
ら
は
見
え
な
い
金

と
な
り
、
米
国
の
世
論
を
操
作
し
自
ら
の

利
益
に
な
る
よ
う
に
政
策
を
誘
導
し
て
い

る
実
態
は
「
ダ
ー
ク
・
マ
ネ
ー
」
(
ジ
エ

イ
ン
・
メ
イ
ヤ
ー
著
東
洋
経
済
新
報
社
)

に
克
明
に
書
か
れ
て
い
る
。

米
国
屈
指
の
金
持
ち
で
あ
る
コ
ー
ク
兄

弟
や
メ
ロ
ン
家
が
、
プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
フ
ァ

ウ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
(
私
的
財
団
)
と
い
う

隠
れ
み
の
を
利
用
し
て
、
保
守
系
シ
ン
ク

タ
ン
ク
で
あ
る
へ
り
テ
ー
ジ
財
団
、
ケ
イ

ト
ー
研
究
所
ア
メ
リ
カ
ン
・
エ
ン
タ
ー

プ
ラ
イ
ズ
研
究
所
(
A
E
1
)
な
ど
を
創

設
し
、
そ
こ
を
通
じ
て
り
バ
タ
リ
ア
ン
(
自

由
至
上
主
義
者
)
の
政
策
を
実
現
し
て
い

く
の
で
あ
る
。

リ
バ
タ
リ
ア
ン
の
思
想
で
あ
る
「
小
さ

な
政
府
」
の
考
え
方
は
、
低
所
得
者
向
け

の
社
会
保
障
費
を
削
減
し
、
自
分
た
ち
の

所
得
や
富
に
係
る
税
金
を
減
税
す
る
と
い

う
「
逆
ロ
ビ
ン
フ
ッ
ド
」
的
な
発
想
で
、

伝
統
的
な
共
和
党
(
り
パ
ブ
リ
カ
ン
)
や

民
主
党
(
デ
モ
ク
ラ
ッ
ト
)
と
も
異
な
る

極
め
て
個
人
的
色
彩
が
濃
い
も
の
で
あ
る
。

で
ん
ぱ

こ
の
思
想
の
伝
播
に
格
好
の
道
具
と
し
て

活
用
さ
れ
る
の
が
、
プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
フ
ァ

ウ
ン
デ
ー
シ
ョ
ン
の
存
在
で
あ
る
。
基
金

の
5
%
を
公
益
目
的
に
使
う
こ
と
を
条
件

に
、
税
金
を
払
う
こ
と
な
く
子
孫
に
巨
額

の
金
を
残
す
こ
と
の
で
き
る
便
利
な
制
度

で
、
メ
ロ
ン
家
ロ
ッ
ク
フ
エ
ラ
ー
家
な

ど
の
財
閥
を
今
日
ま
で
温
存
し
て
き
た
。

「
ダ
ー
ク
・
マ
ネ
ー
」
に
ょ
れ
ぱ
、
全
米

に
W
万
以
上
存
在
し
、
総
資
産
は

8
0
0
0
億
ド
ル
を
超
え
る
と
い
う
。

富
裕
税
が
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
す
る
の
は
、

ま
ず
は
こ
の
よ
う
な
権
力
や
政
治
思
想
を

操
る
超
富
裕
層
の
存
在
で
あ
る
。

格
差
拡
大
は
世
界
的
な
現
象

所
得
・
資
産
格
差
拡
大
は
、
米
国
だ
け

の
現
象
で
は
な
く
、
世
界
共
通
の
課
題
で

も
あ
る
。
そ
の
原
因
の
一
つ
は
、
グ
ロ
ー

バ
ル
競
争
の
下
で
、
所
得
税
最
高
税
率
が

引
き
下
げ
ら
れ
て
き
た
と
い
う
事
実
で
あ

る
。
経
済
協
力
開
発
機
構
(
O
E
C
D
)

諸
国
の
平
均
を
見
る
と
、
 
2
0
0
0
年
の

妬
・
8
%
か
ら
Π
年
の
C
・
8
%
へ
と
3

鷲
引
き
下
が
っ
て
い
る
。
ま
た
、
こ
こ
鈴

年
を
見
る
と
、
所
得
の
低
い
納
税
者
の
累

進
度
は
高
ま
っ
て
い
る
の
に
対
し
て
、
一
局

所
得
者
の
累
進
度
は
逆
に
低
下
し
て
い
る

と
い
う
O
E
C
D
の
分
析
も
あ
る
。

所
得
税
の
変
化
は
、
最
高
税
率
だ
け
で

は
な
い
。
 
1
9
9
0
年
代
の
資
本
の
自
由

経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
展
の
下

ヒ
.

イで
、
勤
労
所
得
の
累
進
税
率
は
な
る
べ
く

維
持
す
る
も
の
の
、
利
子
・
配
当
・
株
式

譲
渡
益
と
い
っ
た
金
融
所
得
な
ど
の
資
本

所
得
に
対
し
て
は
、
低
率
で
分
離
し
て
課

税
す
る
「
効
率
」
思
想
に
基
づ
く
二
元
的

所
得
税
の
考
え
方
が
広
が
り
、
金
融
・
資

本
所
得
に
対
す
る
税
率
が
低
下
し
、
全
体

と
し
て
の
所
得
再
分
配
効
果
が
縮
小
し
て

き
た資
本
自
由
化
の
進
ん
だ
ス
ウ
エ
ー
デ
ン

な
ど
の
北
欧
諸
国
で
は
、
総
合
課
税
制
度

に
基
づ
く
高
税
率
が
資
本
の
海
外
逃
避
に

つ
な
が
っ
た
の
で
、
こ
れ
を
防
止
す
る
と

い
う
意
味
合
い
が
あ
っ
た
。
わ
が
国
で
も

金
融
所
得
は
分
離
し
て
、
所
得
税
の
最
高

税
率
よ
り
は
低
い
水
準
の
税
率
が
課
せ
ら

れ
て
い
る
。

富
裕
税
の
根
拠
・
正
当
性

富
裕
税
・
資
産
税
(
資
産
課
税
)
の
根

拠
・
正
当
性
と
し
て
主
張
さ
れ
る
の
は
、

以
下
の
点
で
あ
る
。

資
産
格
差
が
拡
大
す
る
中
で
、
資
産
へ

の
課
税
は
公
平
性
の
見
地
か
ら
国
民
に
受

け
入
れ
ら
れ
や
す
い
と
い
う
政
治
的
・
社

会
的
な
理
由
で
あ
る
。
と
り
わ
け
前
述
の

よ
う
に
、
米
国
で
は
一
部
富
裕
層
が
政
治

に
大
き
な
影
響
を
及
ぽ
し
て
い
る
こ
と
が
、

ボ
ピ
ユ
リ
ズ
ム
(
大
衆
迎
A
巳
の
広
が
り

と
相
ま
っ
て
、
富
裕
税
導
入
の
主
張
の
根

拠
と
な
っ
て
い
る
。
後
述
す
る
、
ト
マ

ピ
ケ
テ
ィ
氏
の
「
世
界
レ
ベ
ル
の
資
本
税
」

と
か
、
欧
州
連
合
(
E
U
)
共
通
の
資
産

税
・
一
晶
裕
税
な
ど
の
ア
イ
デ
ア
が
広
が
り

つ
つ
ぁ
る
が
、
そ
の
背
景
も
資
産
格
差
拡

大
へ
の
懸
念
で
あ
る
。

さ
ら
に
、
資
産
と
い
う
の
は
勤
労
の
結

果
得
ら
れ
た
ス
ト
ッ
ク
で
あ
り
、
こ
れ
へ

の
課
税
強
化
は
勤
労
意
欲
に
マ
イ
ナ
ス
の

影
響
を
与
え
る
度
合
い
が
少
な
い
(
経
済

成
長
を
阻
害
し
な
い
)
と
い
う
主
張
も
あ

る
。
も
っ
と
も
こ
れ
に
対
し
て
は
、
貯
蓄

が
課
税
さ
れ
る
と
資
本
蓄
積
に
大
き
な
影

響
が
及
び
経
済
効
率
の
低
下
に
つ
な
が
る

と
い
う
有
力
な
反
論
が
あ
る
。
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デ
メ
リ
ッ
ト

こ
の
税
制
の
課
題
デ
メ
リ
ッ
ト
と
し

て
挙
げ
ら
れ
る
の
は
、
以
下
の
諸
点
で
あ

る
。
第
1
は
、
資
本
移
動
が
自
由
化
さ
れ
た

グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
の
中
、
先
進
諸
国
間
で

い
ま
だ
法
人
税
引
き
下
げ
競
争
が
続
く
状

況
の
下
で
の
富
裕
税
の
導
入
は
、
資
本
の

国
外
逃
避
を
招
き
、
富
裕
層
は
資
産
を
海

外
に
移
し
て
隠
す
だ
け
だ
、
と
い
う
批
判

で
あ
る
。
こ
れ
に
対
す
る
反
論
と
し
て
、

O
E
C
D
の
国
際
協
調
に
ょ
る
情
報
交
換

協
力
体
制
の
強
化
や
1
T
発
達
に
ょ
る
金

融
所
得
把
握
手
段
の
向
上
が
挙
げ
ら
れ
て

い
る
こ
と
は
後
述
す
る
。

第
2
に
、
金
融
資
産
か
ら
得
ら
れ
る
金

融
所
得
に
は
、
低
率
と
は
い
え
既
に
税
金

が
か
か
っ
て
お
り
、
さ
ら
に
資
産
そ
の
も

の
に
税
金
を
か
け
る
の
は
二
重
課
税
だ
と

い
う
批
判
で
あ
る
。
勤
労
所
得
に
課
税
し
、

税
引
き
後
の
資
産
か
ら
生
じ
る
所
得
に
も

課
税
し
、
さ
ら
に
資
産
保
有
そ
の
も
の
に

課
税
す
る
の
は
三
重
課
税
だ
と
い
う
意
見

さ
え
あ
る
。
富
裕
税
を
フ
ロ
ー
の
金
融
所

得
に
対
す
る
税
に
換
算
し
て
み
ょ
う
。
資

本
収
益
率
が
5
%
で
、
そ
れ
に
対
し
て
3

%
の
富
裕
税
を
課
す
と
、
資
本
収
益
に
対

す
る
税
負
担
は
釦
%
を
超
え
る
(
1
0
0

X
 
1
 
.

と
に
な
る
(
も
っ
と
も
、
こ
の
よ
う
な
比

較
が
適
切
か
ど
う
か
は
議
論
が
あ
り
得

る
)
。ま
た
、
納
税
者
が
納
税
の
た
め
の
キ
ャ

ツ
シ
ユ
フ
ロ
ー
が
確
保
で
き
な
い
場
合
が

あ
り
、
そ
の
た
め
に
流
動
性
の
高
い
金
融

資
産
を
手
放
さ
ざ
る
を
得
な
く
な
れ
ぱ
、

資
産
価
格
が
大
き
く
低
下
す
る
と
い
う
懸

念
も
あ
る
。
ウ
ォ
ー
レ
ン
議
員
案
が
現
実

に
な
れ
ぱ
、
超
富
裕
層
は
不
動
産
・
株
式
・

債
券
な
ど
流
動
性
の
あ
る
資
産
を
売
却
す

る
の
で
、
富
裕
税
は
資
産
価
格
に
大
き
な

低
下
・
混
乱
を
も
た
ら
す
と
い
う
反
論
で

あ
る
。第
3
に
、
資
産
の
評
価
は
容
易
で
は
な

、

課
税
側
に
膨
大
な
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン

くス
コ
ス
ト
が
掛
か
る
と
い
う
課
題
も
あ
る
。

わ
が
国
で
、
戦
後
シ
ャ
ウ
プ
勧
告
に
基
づ

き
導
入
さ
れ
た
財
産
税
が
廃
止
さ
れ
た
の

は
、
主
と
し
て
こ
の
理
由
か
ら
だ
。

欧
州
の
資
産
課
税
の
議
論

X
O

い
た
が
、
 
1
9
9
0
年
代
ご
ろ
か
ら
顕
著

に
廃
止
・
縮
小
傾
向
が
見
ら
れ
る
。

ド
イ
ツ
で
は
、
鈴
年
に
個
人
・
法
人
を

納
税
義
務
者
と
す
る
富
裕
税
が
国
税
と
し

て
導
入
さ
れ
、
戦
後
は
州
税
と
な
っ
た
。

税
収
規
模
を
国
内
総
生
産
(
G
D
P
)
比

で
見
る
と
、
即
年
代
に
は
0
 
・
 
3
%
。
卯

年
代
に
は
0
・
2
%
と
低
下
し
、
町
年
に

廃
止
さ
れ
た
。
廃
止
の
理
由
は
、
財
産
税

の
資
産
評
価
を
め
ぐ
つ
て
憲
法
違
反
の
判

決
が
出
さ
れ
た
こ
と
だ
が
、
背
景
に
は
経

済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
ょ
る
資
本
移
動
が

指
摘
さ
れ
て
い
る
。

一
方
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
1
3
0
万
呼
.
以

上
の
資
産
に
0
 
・
郭
S
 
1
 
・
 
8
%
を
課

す
富
裕
連
帯
税
(
1
S
F
)
が
存
続
し
て

い
る
。
 
2
0
1
3
年
に
オ
ラ
ン
ド
^
統
^

は
、
 
1
0
0
万
中
.
以
上
の
資
産
に
対
す
る

「
乃
%
富
裕
税
」
を
追
加
導
入
し
た
が
、

高
額
納
税
者
ら
が
国
外
に
流
出
し
た
こ
と

か
ら
巧
年
に
廃
止
。
Π
年
に
就
任
し
た
マ

ク
ロ
ン
大
統
領
は
富
裕
連
帯
税
の
縮
小

を
行
っ
た
が
、
こ
れ
が
「
金
持
ち
優
遇
策
」

と
し
て
「
黄
色
い
べ
ス
ト
」
運
動
に
つ
な

が
っ
て
い
る
。

ス
ウ
エ
ー
デ
ン
で
は
、
二
元
的
所
得
税

で
金
融
・
資
本
所
得
を
低
率
で
分
離
課
税

す
る
こ
と
と
し
た
こ
と
も
あ
り
、
累
進
を

強
化
す
る
た
め
に
資
産
税
は
維
持
さ
れ
て

の
間
に
、

ず
資
産事逃

船
÷
 
5
n
o
 
・
飴

き
た
し
力
 
0
 
力
船

純
資
産
は
増
え
こ
b
 
か
、
わ

税
収
が
半
分
近
く
し

む

態
が
発
生
し
へ
資
産
税
」
よ

避
・
租
税
回
避
が
問
題
と
さ
れ
0
 
に

止
さ
れ
た
。

現
在
欧
州
諸
国
で
富
裕
税
を
維
持
し
て

い
る
の
は
、
オ
ラ
ン
ダ
、
ノ
ル
ウ
エ
ー
、

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
、
ス
ィ
ス
な
ど
小
ノ
数
で

あ
る
。
廃
止
・
縮
小
の
理
由
は
、
ス
ィ
ス

と
か
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
と
い
っ
た
高
い
銀

行
機
密
の
国
が
隣
接
し
て
お
り
、
実
際
に

国
境
を
越
え
て
金
融
資
産
が
移
動
し
た
こ

と
で
あ
る
。

一
方
、
ス
ペ
イ
ン
で
は
、
略
年
に
廃
止

し
た
富
裕
税
を
、
主
と
し
て
財
源
対
策
の

観
点
か
ら
 
U
年
に
復
活
さ
せ
た
。

11

2
0
0
0
億
円
程
度
の
税
収
増
を
目
指
す

暫
定
的
な
復
活
だ
が
、
資
産
税
再
評
価
の

き
っ
か
け
に
な
る
と
い
う
見
方
も
あ
る
。

ピ
乞
ブ
イ
氏
の
資
本
税
と
新
た
な
潮
流

富
裕
税
の
導
入
を
正
面
か
ら
主
張
す
る

の
は
、
フ
ラ
ン
ス
の
経
済
学
者
ピ
ケ
テ
ィ

氏
で
あ
る
。
ピ
ケ
テ
ィ
氏
の
「
飢
世
紀
の

資
本
」
が
世
界
的
な
べ
ス
ト
セ
ラ
ー
に
な

り
、
所
得
・
資
産
格
差
問
題
へ
の
対
応
と

し
て
、
「
世
界
的
な
累
進
資
本
税
」
が
大

き
な
話
題
と
な
っ
た
こ
と
は
記
億
に
新
し

こ
の
よ
う
に
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

の
両
方
が
あ
る
富
裕
税
だ
が
、
欧
州
の
歴

史
を
見
て
み
ょ
う
。

か
つ
て
、
ド
イ
ツ
や
フ
ラ
ン
ス
、
ス
ウ

エ
ー
デ
ン
な
ど
多
く
の
国
で
導
入
さ
れ
て

備
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ピ
ケ
テ
ィ
氏
の
主
張
は
「
資
本
収
益

率
は
経
済
成
長
率
を
上
回
る
。
そ
の
結
果

資
本
を
多
く
持
つ
富
裕
層
は
再
投
資
に
ょ

つ
て
富
を
雪
だ
る
ま
式
に
増
や
す
の
で
、

勤
労
所
得
だ
け
の
人
と
の
格
差
は
、
飢
世

紀
を
通
じ
て
雪
だ
る
ま
式
に
拡
大
す
る
。

こ
れ
に
対
抗
す
る
に
は
資
本
税
が
必
要

だ
」
と
い
う
も
の
で
あ
る
。

ま
た
彼
は
、
人
口
減
少
社
会
で
は
、
時

代
を
経
る
に
つ
れ
、
前
世
代
の
形
成
し
た

富
が
世
代
を
超
え
て
引
き
継
が
れ
る
こ
と

に
ょ
り
資
産
の
不
平
等
が
拡
大
す
る
、
と

も
主
張
し
て
い
る
が
、
目
新
し
い
視
点
で

あ
る
。ピ
ケ
テ
ィ
氏
の
「
資
本
税
(
容
で
亘

貫
)
」
は
、
あ
ら
ゆ
る
個
人
資
産
を
時
価

評
価
し
負
債
を
引
い
た
「
純
資
本
」
を
そ

の
課
税
対
象
と
す
る
。
わ
が
国
で
は
資
本

税
と
訳
さ
れ
て
い
る
が
、
税
の
言
葉
と
し

て
は
、
「
財
産
税
」
「
一
畠
裕
税
」
と
い
う
方

が
適
切
だ
。

富
裕
税
が
優
れ
て
い
る
点
と
し
て
、
「
相

続
税
は
1
度
き
り
の
課
税
な
の
で
公
平
性

は
保
て
な
い
。
資
産
か
ら
生
じ
る
所
得
へ

の
課
税
(
資
産
所
得
課
税
)
は
、
租
税
回

避
を
誘
発
す
る
の
で
実
効
性
が
薄
い
」
と

主
張
し
て
い
る
。
フ
ラ
ン
ス
で
最
も
裕
福

な
人
物
で
あ
る
べ
タ
ン
ク
ー
ル
夫
人
(
化

粧
品
会
社
ロ
レ
ア
ル
の
創
始
者
の
娘
で
生

)
0
し

涯
で
1
時
間
も
勤
労
し
た
こ
と
が
な
い
と

さ
れ
て
い
る
)
は
、
 
3
0
0
億
升
以
上
の

富
を
持
ち
な
が
ら
、
合
法
的
な
信
託
財
産

で
の
運
用
、
ス
ィ
ス
の
銀
行
口
座
や
タ
ッ

ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
(
租
税
回
避
地
)
の
活
用

な
ど
で
申
告
所
得
は
5
0
0
万
卑
.
を
超
え

た
こ
と
は
な
く
、
富
の
1
万
分
の
ー
し
か

所
得
が
把
握
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
例
に

取
り
上
げ
て
い
る
。

具
体
案
と
し
て
、
「
1
0
0
万
ψ
.
を
超

え
る
金
融
資
産
不
動
産
の
合
計
(
時
価

評
価
)
か
ら
負
債
を
差
引
い
た
『
純
価
値
』

を
課
税
ベ
ー
ス
と
し
、
ー
%
、
 
2
%
と
い

う
よ
う
な
累
進
税
率
」
を
課
す
こ
と
を
提

言
し
て
い
る
。
累
進
税
の
根
拠
は
、
不
公

平
を
是
正
す
る
だ
け
で
な
く
、
資
産
の
規

模
に
応
じ
て
収
益
率
が
変
わ
る
、
つ
ま
り

資
産
規
模
が
大
き
い
ほ
ど
収
益
率
も
大
き

く
な
る
点
を
挙
げ
て
い
る
。

重
要
な
点
は
、
税
制
導
入
の
前
提
と
し

て
、
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
を
含
ん
だ
資
産

倩
報
の
透
明
性
の
確
保
を
上
げ
て
い
る
こ

と
で
あ
る
。
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降

O
E
C
D
を
中
心
に
金
融
所
得
情
報
に
関

す
る
情
報
交
換
が
加
速
・
整
備
さ
れ
て
お

り
、
わ
が
国
も
含
め
て
先
進
諸
国
間
で
自

動
的
な
情
報
交
換
が
始
ま
っ
た
が
、
ピ
ケ

テ
ィ
氏
は
「
協
力
し
な
い
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ

ブ
ン
に
は
制
裁
な
ど
を
考
え
る
べ
き
だ
」

と
し
て
い
る
。

極
め
て
政
治
的
・
野
心
的
な
提
言
だ
が
、

こ
こ
数
年
の
O
E
C
D
 
・
 
B
E
P
S
 
(
税

源
浸
食
と
利
益
移
転
)
の
議
論
は
、
自
動

的
情
報
交
換
の
施
行
な
ど
ピ
ケ
テ
ィ
氏
が

想
定
し
て
い
た
よ
り
は
る
か
に
速
い
ス
ピ

ー
ド
で
進
展
し
て
お
り
、
税
務
執
行
上
の

課
題
は
克
服
さ
れ
つ
つ
ぁ
る
と
言
っ
て
ょ

い
だ
ろ
う
。

わ
が
国
へ
の
示
唆

戦
後
の
一
時
期
、
わ
が
国
に
も
富
裕
税

と
い
う
税
が
あ
っ
た
。
 
1
9
5
0
年
に
シ

ヤ
ウ
プ
勧
告
に
ょ
り
導
入
さ
れ
た
税
制
で
、

総
資
産
か
ら
総
負
債
を
差
し
引
い
た
純
資

産
を
課
税
ベ
ー
ス
と
し
累
進
税
率
で
課
税

す
る
と
い
う
内
{
谷
で
あ
る
。
対
象
と
な
る

資
産
は
、
士
地
・
家
屋
立
木
、
書
画

こ
つ
と
う

骨
董
上
場
株
式
、
非
上
場
株
式
な
ど
で
、

0
 
・
 
5
 
S
 
3
 
・
 
0
%
の
4
段
階
の
累
進

構
造
で
課
税
す
る
。
当
時
の
所
得
税
最
高

税
率
は
舗
%
で
、
富
裕
税
を
導
入
す
る
代

わ
り
に
引
き
下
げ
る
と
い
う
こ
と
が
導
入

の
趣
旨
・
目
的
で
あ
っ
た
。
実
際
、
導
入

後
に
所
得
税
最
高
税
率
は
聞
%
に
引
き
下

げ
ら
れ
た
。

し
か
し
富
裕
税
は
、
個
人
ご
と
に
資
産

を
把
握
す
る
こ
と
の
困
難
ミ
非
上
場
株

式
な
ど
の
評
価
の
難
し
さ
な
ど
が
批
判
を

呼
び
、
郭
年
に
廃
止
さ
れ
、
所
得
税
の
最

高
税
率
は
弱
%
か
ら
飾
%
に
引
き
上
げ
ら

れ
た
、
と
い
う
経
緯
が
あ
る
。

わ
が
国
の
富
裕
税
導
入
の
根
拠
は
、
所

得
税
の
補
完
機
能
で
あ
っ
た
。
所
得
税
は
、

「
ク
ロ
ヨ
ン
」
と
い
う
言
葉
に
代
表
さ
れ

る
よ
う
に
、
正
確
な
所
得
の
捕
捉
が
難
し

課
税
漏
れ
が
生
じ
が
ち
で
、
漏
れ
た

、

く所
得
で
あ
る
資
産
に
課
税
す
る
こ
と
は
公

平
性
に
資
す
る
と
い
う
発
想
で
あ
る
。

さ
て
、
現
在
わ
が
国
で
は
、
富
裕
税
の

導
入
と
い
う
議
論
は
、
政
府
税
制
調
査
会

で
も
行
わ
れ
て
い
な
い
。
議
論
と
な
っ
て

い
る
の
は
、
金
融
資
産
か
ら
生
じ
る
金
融

所
得
へ
の
課
税
強
化
だ
。

2
0
1
8
年
度
与
党
税
制
改
正
大
綱
に

は
「
金
融
所
得
に
対
す
る
課
税
の
あ
り
方

に
つ
い
て
は
、
:
・
税
負
担
の
垂
直
的
な
公

平
性
等
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
・
:
諸
外
国

の
制
度
や
市
場
へ
の
影
響
も
踏
ま
え
つ
?

総
合
的
に
検
討
す
る
」
と
明
記
さ
れ
て
い

る
。
わ
が
国
で
は
、
利
子
・
配
当
・
株
式
譲

渡
益
と
い
う
金
融
所
得
に
対
し
て
、
即
%

(
国
税
M
%
、
地
方
税
5
%
)
の
分
離
課

税
と
な
っ
て
い
る
か
、
金
融
所
得
は
高
所

得
者
に
偏
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
結
果
的

に
わ
が
国
所
得
税
の
累
進
税
率
が
ゆ
が
む

形
に
な
っ
て
い
る
。
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<図表>申告納税者の所得税負担率
0 所得者層様ど所得に占める株式等の譲渡所得の割合力儁いことや、金融所得の多くは分雌課税の対食になっていること等によ
り、所得者で所得税の負担率は低下。
02013年度改正において、上場株式等の譲渡所得等に対する 10%(所得税:フ%、住民税:3%)の軽減税率は 13年12月31日をもっ
て廃止され、 14年1月1日以後は20%(所得税:15%、住民税:5%)の税率力嫡用されている。

10%

~】0電、印値^"~1m惇 lm曇、

ι合計所円金釧円)

28%

245%

28%

、2印万、^万^万^万^万、7m万、師万~1千万、12千万、15チ万、2千万~3千万'千万、1偲、2量、5便

(注)所得金額があっても申告納税額のない者(例えば還付申告書を提出した者)は含まれていない。また、源
泉分離課税の利子所得、申告不要を選択した配当所得および源泉徴収口座で処理された株式等譲渡所得
で申告不要を選択した者も含まれていない。
(出所)各年分の国税庁「申告所得税標本調査」(税務統計から見た申告所得税の実施)より作成
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183鷲

、
、

'楡、跿.、、
11.1%.

17.1努

財
務
省
の
「
申
告
納
税
者
の
所
得
税
負

担
率
(
Π
年
)
」
で
、
わ
が
国
の
所
得
階

層
ご
と
の
負
担
割
合
を
見
る
と
、
所
得
1

億
円
ま
で
は
増
加
す
る
が
、
 
1
億
円
を
超

え
る
と
負
担
割
合
は
逓
減
し
て
い
く
こ
と

が
、
そ
れ
を
示
し
て
い
る
(
図
)
。

そ
こ
で
、
「
最
高
税
率
よ
り
低
い
金
融

所
得
税
率
」
だ
所
得
再
分
配
機
能
の
強

化
と
い
う
観
点
か
ら
問
題
に
さ
れ
、
株
式

譲
渡
益
や
利
子
・
配
当
所
得
の
税
率
の
引

き
上
げ
が
、

所
得
再
分
配

の
強
化
策
と

し
て
議
論
さ

れ
て
い
る
。

し
力
し

巧
%
(
国
送

と
い
う
水
準

実
効
税

は
、
率
で
見
る
と

1
5
0
0
万

円
超
の
申
告

所
得
者
に
適

用
さ
れ
る
水

準
と
同
じ
で
、

こ
れ
を
一
律

に
引
き
上
げ

れ
ぱ
、
大
衆

増
税
に
な
る
。

ま
た
、
株
式

相
場
に
も
大

き
な
悪
影
響

を
及
ぽ
す
。

呪

既

そ
れ
を
防

参
考
文
献
拙
著
「
デ
ジ
タ
ル
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済
と

税
」
(
日
本
経
済
新
聞
出
版
社
、

2
0
1
9
年
)

＼
、
迷

、
、
郭

、
ー

゛
,

、2

一
7

弊
ず
お

62

ぐ
た
め
に
は
、
一
定
水
準
以
上
の
金
融
所

得
に
限
定
し
て
税
率
を
引
き
上
げ
る
こ
と

が
必
要
と
な
る
。
例
え
ぱ
、
金
融
所
得

1
0
0
万
円
以
上
の
者
の
税
率
を
W
%
程

度
引
き
上
げ
即
%
に
す
る
と
い
う
よ
う
な

考
え
方
で
あ
る
。
多
く
の
銀
行
口
座
に
付

番
さ
れ
て
お
ら
ず
源
泉
分
籬
課
税
と
な
っ

て
い
る
利
子
所
得
は
別
に
し
て
、
配
当
と

株
式
譲
渡
益
に
つ
い
て
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

を
利
用
し
て
、
税
務
当
局
が
個
別
納
税
者

ご
と
に
金
融
所
得
情
報
の
集
約
を
す
る
こ

と
は
不
可
能
で
は
な
い
は
ず
で
、
 
1
0
0

万
円
を
超
え
る
者
の
金
融
所
得
情
報
を
国

税
当
局
が
納
税
者
の
個
人
向
け
サ
イ
ト

「
マ
イ
ナ
。
ホ
ー
タ
ル
」
に
返
す
と
い
う
方

法
に
ょ
り
、
追
加
的
に
申
告
さ
せ
る
方
法

が
考
え
ら
れ
る
。

い
ず
れ
に
し
て
も
、
わ
が
国
で
は
米
国

の
よ
う
な
超
富
裕
層
は
極
め
て
わ
ず
か
で

あ
り
、
直
ち
に
資
産
税
を
導
入
す
る
と
い

う
よ
う
な
状
況
に
は
な
い
。
ま
ず
は
、
金

融
所
得
課
税
の
適
正
化
の
議
論
か
ら
、
と

い
う
こ
と
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

シ
ア

マ
レ

1

首
相
交
代
時
期
め
ぐ
り
論
争

マ
レ
ー
シ
ア
で
マ
ハ
テ
ィ
ー
ル
首

相
(
触
)
の
交
代
時
期
を
め
ぐ
り
、

与
党
内
で
論
争
が
起
き
て
い
る
。
後

継
首
相
に
指
名
さ
れ
て
い
る
人
民
正

義
党
総
裁
の
ア
ン
ワ
ル
元
副
首
相

(
π
)
が
早
期
の
禅
譲
を
求
め
て
い

る
の
に
対
し
、
同
党
副
総
裁
の
ア
ズ

ミ
ン
経
済
相
(
弱
)
は
首
相
の
任
期

全
う
を
主
張
し
て
い
る
。

ア
ン
ワ
ル
氏
は
マ
ハ
テ
ィ
ー
ル
首

相
と
激
し
く
対
立
し
た
過
去
を
持
つ
。

一
方
、
ア
ズ
ミ
ン
氏
は
首
相
の
最
側

近
と
み
ら
れ
て
い
る
。

首
相
の
交
代
時
期
を
め
ぐ
つ
て
論

争
が
起
き
て
い
る
背
景
に
は
、
ア
ン

ワ
ル
氏
と
ア
ズ
ミ
ン
氏
の
不
仲
も
関

係
し
て
い
る
。
き
っ
か
け
は
、
 
6
月

に
ア
ズ
ミ
ン
氏
と
さ
れ
る
男
性
の
同

性
愛
行
為
の
動
画
が
何
者
か
に
ょ
っ

て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
に
拡
散
さ
れ

た
こ
と
だ
。

こ
れ
に
つ
い
て
、
ア
ン
ワ
ル
氏
が

「
事
実
な
ら
ア
ズ
ミ
ン
氏
は
辞
任
す

べ
き
だ
」
と
発
言
し
、
同
性
愛
疑
惑

を
否
定
す
る
ア
ズ
ミ
ン
氏
が
猛
反
発

し
て
い
た
。


